
様式１－２（表）

 【１】対象となる高校生等について

 □ この申請書に虚偽の記載があった場合は、山梨県の求めに従いその全額を即時返還します。

【２】高等学校等就学支援金等の支給決定通知の添付について

※支給が未決定の場合は、【２】の代わりに【３】【４】を記入の上、必要書類を添付してください。

※高等学校等就学支援金等に含まれる事業

　ア　高等学校等就学支援金　、イ　高等学校等修学支援事業費補助金（高校生等・新修学支援）、 　

　ウ　高等学校等修学支援事業費補助金（学び直しへの支援） 　

【３】高校生等の国籍・在留資格・在留期間等について

日本国

日本国以外

特別永住者

永住者

日本人の配偶者等

永住者の配偶者等

定住者

はい（あり） いいえ（なし）

家族滞在

□卒業した 卒業していない

□卒業した 卒業していない

はい（あり） いいえ（なし）
日本国で就労する

意思の有無 □ □

⑨ □ 上記以外の在留資格
（留学等）

在留期間(満了日) （西歴）　　　　　　年　　　　月　　　　日

中学校名

所 在 地 都・道・府・県

日本国の小学校
の卒業の有無等

□

小学校名

所 在 地 都・道・府・県

日本国の中学校
の卒業の有無等

□

日本国に永住する
意思の有無 □ □

⑧ □ 在留期間(満了日) （西歴）　　　　　　年　　　　月　　　　日

在留期間(満了日) （西歴）　　　　　　年　　　　月　　　　日
⑥ □

⑦ □ 在留期間(満了日) （西歴）　　　　　　年　　　　月　　　　日

③ □

④ □

⑤ □

① □

② □

（上記（１）で②「日本国以外」を選択した場合は、次の③～⑨のいずれかの該当する□にレ印を付けてください。また、必要事項を
記入してください。）

（２）高校生等本人の国籍及び在留資格・在留期間等を以下のとおり申請します。

学校名 学校の種類・課程・学科 在学中に給付金を受給した回数

（１）高校生等本人の国籍を以下のとおり申請します。

３回 ４回 不明

～　　　 年   月 　日 □ □ □ □ □ □

　　　　立
なし １回 ２回

（高校生等の日本国籍の有無・在留資格・在留期間等を確認するため、次に該当する場合は、□にレ印を付けてください。）

高校生等本人の日本国籍の有無・在留資格・在留期間等の確認のため、以下のとおり申請します。

□ 高等学校等就学支援金等の支給決定通知書を添付します。

（次のいずれかの該当する□にレ印を付けてください。）

年   月   日

１回 ２回 ３回 ４回 不明

年   月   日

在学期間   年　    月　    日　　  ～

過去の高等学校等
における在学期間

学校名 学校の種類・課程・学科 在学中に給付金を受給した回数

　　　　立
なし

在
学
す
る
学
校

学校の名称

～　　　 年   月 　日 □ □ □ □ □ □

帝京第三高等学校

小淵沢町2148

ふりがな
生年月日

昭和
平成

年　　　月　　　日
氏名

　国立　・　公立　・　私立

　学校の種類・課程・学科： 高等学校・全日制課程・普通科

学校の所在地 山梨
都道
府県

北杜
市区
町村



様式１－２（裏）

【４】高校生等の国籍・在留資格・在留期間等の確認書類について

「住民票の写し（市町村の発行したもの。原本。コピー不可。）」を添付します。

※国籍が「日本国」以外の生徒：国籍・在留資格・在留期間等が記載されたもの。

「特別永住者証明書の写し（コピー）」を添付します。

「在留カードの写し（コピー）」を添付します。

　

・在留資格が「定住者」で、日本国に永住する意思がない場合

・在留資格が「家族滞在」で、日本国で就労する意思がない場合

・在留資格が「家族滞在」で、日本国の小学校及び中学校を卒業していない場合

４（２）⑧で「日本国の小学校及び中学校を卒業した」にレ印を付けた

４（２）⑧で「日本国で就労する意思がある」にレ印を付けた

「日本国の小学校の卒業証書の写し（コピー）又は卒業証明書」を添付します。

「日本国の中学校の卒業証書の写し（コピー）又は卒業証明書」を添付します。

（生徒の日本国籍の有無・在留資格・在留期間等を確認するため、次の①～⑤のいずれかの□にレ印をつけてください。）

高校生等本人の日本国籍の有無・在留資格・在留期間等の確認のため、以下のとおり申請します。

② □

③ □

① □
高校生等本人の日本国籍の有無・在留資格・在留期間等の確認のため、高等学校等就学支援金等の支給に関する
情報の利用について同意します。
※高等学校等就学支援金等に含まれる事業
ア　高等学校等就学支援金　、イ　高等学校等修学支援事業費補助金（高校生等・新修学支援）、
ウ　高等学校等修学支援事業費補助金（学び直しへの支援）

⑥ □

・令和８年３月31日以前から

　引き続き在学している者

・国籍が「日本国以外」 等

・「生活保護受給世帯」又は

　「令和８年度の住民税が非
　課税である世帯」

④ □

⑤ □ 以下に該当するため、①～③のいずれの書類も添付しません。

以下のすべてに該当 かつ 以下のいずれかに該当

（在留資格が「家族滞在」であって、下記のすべてに該当する場合は、⑤⑥の□にレ印を付けてください。）

・

・

⑤ □


